
 

第９回バイオマス事業化戦略検討チームの概要 

 

１ 日 時：平成 24 年 8 月 9 日（木）10:00～11:20 

２ 場 所：経済産業省別館 1111 号会議室 

３ 出席者 

委  員：五十嵐委員、大原委員、松井代理委員、坂西委員、塚本委員(座長)、

徳岡委員、中村委員、野村委員、薬師堂委員、横山委員、小山委員、

澤委員、幡多委員、八村委員、山田委員、斎藤代理委員、堀委員 

関係省庁：内閣府、文部科学省、経済産業省、国土交通省、環境省、農林水産省 

４ 議題 

（１）バイオマス事業化戦略について 

（２）その他 

５ 概 要： 

【要旨】 

・ 前回会合の意見を反映したバイオマス事業化戦略（案）について議論を行い、大筋

で了承された。 

・ ７府省の政務で構成される「バイオマス活用推進会議」に諮った上で決定予定。 

【主な発言】 

・ 国産バイオ燃料の地産地消の取組については、災害時の対応の役割はあるが、１～

２日ぐらいの期間であり、どのくらいの地域で何日間分をまかなうなど具体的に考える

必要。 

・ バイオエタノールの取組との整合について、品質面での安全・安心の確保が必要で

あり、その仕組みは民間側だけでなく行政側も担うとともに、大気への影響等について

きちっと評価する必要。 

・ バイオ燃料普及のベースは全国の石油流通網であり、その中でバイオディーゼル燃

料の低濃度利用を推進していく必要。 

・ バイオディーゼル燃料の普及には、税制と品質規格のほか、流通網の整備が重要で

あり、石油業界の理解を得ながら進めていく必要。 

・ バイオマスエネルギーのポテンシャルについては大くくりするのではなく、個別バ

イオマスごとの導入目標を設定できないか。 

・ 国内のバイオマス利活用を推進してきているが、あまり進んでおらず、開発輸入に

頼ることになり、国内のバイオマス研究が水泡にきしてしまう危機感がある。優遇税制

等のインセンティブを付与して国産バイオ燃料をしっかり位置づける必要。 

・ エネルギー全体のグランドデザインが重要。日本のエネルギー政策の中で、バイオ

マスやバイオエタノールの位置づけを議論する必要。 

・ バイオ燃料のプレーヤーをサポートする仕組みが重要で、アメリカやドイツのよう



 

に、日本においても、バイオマス事業化の推進組織を立ち上げることができないか。 

・ バイオマスの活用はバイオ燃料だけではなく、バイオリファイナリーによる総合利

用が重要。 

・ 研究開発について、藻類などで欧米に勝つためには、国全体として、技術委員会を

設置しそこが HQ となるような事業体制をつくる必要。 

・ 食品リサイクル法の施行状況の点検を行うとしているが、事業系の産業廃棄物の利

用は進んでいるが、一般廃棄物は自治体が関与し焼却処分をしているために遅れている

現実がある。しっかり内容を分析し具体化することが必要であり、関係省庁で連携して

進める必要。 

・ 事業化戦略を産学官のプラットホームとし、「事業化」をキーワードとし、バイオマス

政策の出直しを図り、関係者が連携し、きちっと事業として成り立ち、地域の雇用創出と活

性化につながるような成功事例を生み出していく必要。 

 

以 上 

 


